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長寿医療研究開発費 ２０２３年度 総括研究報告 

 

医療介護の連携や多職種協働を見据えた効果的な研修実施及びわが国の効率的な 

対外的窓口のあり方に関する調査研究（２２－２２） 

 

主任研究者   前島 伸一郎   国立長寿医療研究センター 

長寿医療研修センター（センター長） 

 

 研究要旨   

 長寿医療研修センター（以下、「研修センター」）の本務である研修について登録シ

ステム構築及び課題の抽出と改善等を進め足下を盤石にする「医療介護の連携や多職種

協働を見据えた効果的な研修実施に関する調査研究（以下、「研修の効率化と充実に関す

る調査研究」）」と、国立長寿医療研究センターにおいて対外的対応の多くを担う研修セ

ンターとしての「わが国の効率的な対外的窓口のあり方に関する調査研究（以下、「対外

的窓口研究」）」を内外二本の柱として推進している。 

 

<研修の効率化と充実に関する調査研究> 

新型コロナウィルス感染症の影響により、研修センターにおいてもオンライン形式が

導入されるようになった。しかし、受講者アンケートでは、移動時間削減等の利点を評

価する声がある一方で、「横のつながりができる」や「集中して講義を聴くことができる」

といった集合研修の利点を挙げる声もあった。 

オンライン研修が広範囲に浸透する中、より効果的な研修のあり方につき改めて検討

する時期に来ていると思われる。特に一人の受講生が複数の研修を受講する場合、重複

を避ける工夫や過去に受講した研修を踏まえた「スキルアップ」としての研修の提案を

していくことも必要であろう。また、研修センターで実施している研修に参加している

多職種の受講生の意見等を集計・分析することで、今後の研修計画に役立てると共に、

国や県からの委託だけでなく、独自のフォローアップ研修の実施に向けた検討が可能と

なると考えられる。 

これにより、研修のさらなる充実を図ると共に、国が推進している「医療と介護の連

携」や「多職種協働」のさらなる推進に寄与できると考える。 

 

<対外的窓口研究> 

対外的窓口の不在に関しては、 前身研究において各国の認知症関連組織における対

外的窓口の人員及び財務体制の調査とともに、窓口が存在しないことで生じた実際のケ
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ース等に関しても調査を行ったが、新型コロナウィルス感染の世界的な広がりとそのた

めの各国における移動制限をうけ、公開データあるいはメール等による間接的な情報収

集に終始しせざるを得なかった。 

しかし、関係機関が発信する情報のみでは当事者バイアスが排除しきれないため、本

研究では現地に赴いての関係者調査、視察等を通じた客観的情報収集と分析も進め、有

識者及び関係機関代表を集めての検討や協力体制の構築を通じ、将来的な対外的窓口の

構築に資する。 

加えて、長寿医療研修センターが当施設を実習病院として受託している大学・専門学

校との密接な連携が構築できているかどうかを検証するために、当該機関への情報収集

と分析を実施し、次世代の医療・福祉を担う人材育成に必要な体制の構築を目指す。 

 

 主任研究者 

  前島 伸一郎 国立長寿医療研究センター 長寿医療研修センター（センター長） 

 分担研究者 

  堀部 賢太郎 国立長寿医療研究センター 長寿医療研修センター（ユニット長） 

  進藤 由美  国立長寿医療研究センター 長寿医療研究センター 

（在宅医療研修ユニット長） 

 

Ａ．研究目的  

新型コロナウィルス感染症の影響により、研修の形態は今後さらに多様化すると考え

られ、より効果的に研修を実施するための方策について改めて検討する時期に来ている

と思われる。特に一人の受講生が複数の研修を受講する場合、重複を避ける工夫や過去

に受講した研修を踏まえた「スキルアップ」としての研修の提案をしていくことも必要

であろう。また、研修センターで実施あるいは受託している研修に参加している多職種

の受講生の傾向や意見等を集計・分析することで、今後の研修計画に役立てると共に、

国や県からの委託だけでなく、国立長寿医療研究センター独自のフォローアップ研修や

受講者のニーズに沿った研修の企画・検討が可能になると考えられる。 

また、わが国の認知症施策は海外からも高い注目を浴びているが、対外的窓口が不在

であることにより、一部に負担が集中したり、偏った情報が海外に伝わる等の不具合が

生じている、そこで、前身研究において令和2年から3年にかけ、各国の認知症関連組織

における対外的窓口の人員及び財務体制の調査を行うとともに、不十分な対外的対応の

結果として実際にわが国にとって不本意な報告書が出たケースに関しても原因と背景の

究明を行った。また、認知症の人と家族の会が受託した老人保健健康増進等事業「認知

症に関する国際交流プラットフォーム構築のあり方に関する調査研究事業」に参加・協

働し、ウェブサイトの公開まで辿り着いている。 

しかし、新型コロナウィルス感染の影響で海外での現地調査や国内でも直接的に対人
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接触を要するものは困難となり、窓口研究に関してはあくまで公表データあるいはメー

ル等による間接的な情報収集に終始した。 

関係機関が主体的に開示する情報はどうしても当事者バイアスがかかったものとなり、

現地に赴いての関係者調査、視察等、血の通った情報の収集は欠かすことができないた

め、本研究においてはその実施等により十分な情報収集と分析を進め、有識者及び関係

機関代表を集めての検討や協力体制の構築を通じ、将来的な対外的窓口の構築を目指す。 

 

Ｂ．研究方法  

 （１）全体計画 

<研修の効率化と充実に関する調査研究>  

 研修の「受講者登録システム」を構築し、当センターで実施している様々な研修の受

講生の情報を一括して管理することにより、多職種の情報を一元的に管理し、将来の研

修プログラムの開発等に役立て、全国の医療介護福祉の専門職や自治体職員のスキルア

ップに貢献することを目指す。また、学生実習に関しては別途に情報を管理し、養成校

との情報交換に活用すると共に将来進むべき方向づけに役立てる。 

＜対外的窓口研究＞ 

認知症施策及びケアに関する対外的窓口に関する国内外の事例の実態調査を研究協力

者の協力のもとで行い、わが国と海外の対外的窓口の比較を行うと共に、わが国の課題

を明らかにし、効率的な国際連携に資するための対外的窓口のあり方につき、必要に応

じ有識者等の協力も得て以下のような点からの検討を行い、まとめる。 

1. 各国における対外的窓口組織の現状 

2. わが国のあるべき対外的窓口に求められる機能 

3. その運用に必要な最低限度のスペック（人的・資金的資源） 

4. 効率的且つ持続性の高い運営のために求められる体制 

5. 想定される促進要因・阻害要因 

6. 既存組織の成功、失敗から学び、短期間に実現する工夫 

 

（２）年度別計画 

<研修の効率化と充実に関する調査研究> 

【令和4年度】 

「受講者登録システム」の構築に向け、当センターで実施している全研修の受講者情報

を整理し、システムに入力する情報を検討した。また、専門業者にシステム構築を委託

し、初年度は愛知県からの委託研修の受講者情報を入力、整理・分析を行った。 

【令和5年度】 

 令和4年度に入力した愛知県からの委託研修の受講者データを活用し、研修内容の検

討を行う。また、入力の対象を認知症サポート医や認知症初期集中支援チーム員、高齢



4 
 

者医療在宅医療総合看護研修の受講生に広げ、受講者登録システムの機能の拡張を行う

とともに、バグ等を確認し、必要に応じ修正等を行う。 

 また、研修ごとに受講者の傾向を把握し、別途実施する受講者アンケート等の意見等

と合わせて収集・分析を行うと共に、受講者登録システムに登録された全体データを用

いた受講者の基礎情報の分析等を行う。 

【令和6年度】 

 令和5年度に収集したデータを参考に、研修の企画を行うと共に、受講者登録システム

を構築する前の研修受講者のアンケート結果（満足度や意見等）とシステム構築後の研

修受講者のアンケート結果の比較を行う。なお、研修によってアンケート項目に違いが

ある可能性もあることから、集計・分析に当たっては老年学・社会学研究センターの協

力を得て実施する。さらに、分析結果を論文化すると共に、国への提言としてまとめる。 

さらに、当センターに実習に来ている大学・専門学校生の基礎情報を受講者登録シス

テムに入力し、研修生だけでなく実習生の情報も一元的に管理していく。 

 

<対外的窓口研究> 

【令和4年度】 

ロンドンで開催された国際アルツハイマー病協会国際会議（6月）及びWDC総会（3月）

等の場を通じ、対外的窓口の体制と資金調達について情報収集を行っている。バンコク

で開催されたASEANのACAI（ASEAN Center of Active Aging and Innovation）会議

（8月）に招聘され、アジアにおける高齢者施策関連省庁関係者及び関連組織との情報交

換を行った。また、 「日本認知症国際交流プラットフォーム」の改善と運営への協力を

推進している。 

【令和5年度】 

引き続いて対外的窓口の体制と資金調達につき現地調査等を通じた情報収集を行う。

また、必要に応じ有識者及び関係機関代表からの取材聴取を重ね、窓口のあるべき姿に

関しての検討を行う。 

【令和6年度】 

それまでの調査結果を元に、わが国における持続可能性が高く効率のよい対外的窓口の

あり方について検討を行う。その際、諸外国の情報発信力や資金調達力を参考に、①諸

外国が求める情報をより効率的かつ効果的に発信するための方策の検討、ならびに、②

国内にとどまらず、海外企業等も視野に入れた資金調達（ファンドレイジング）の可能

性当についても検討を行い、効果的な国際連携に資する対外的窓口組織の在り方に関す

る報告をまとめる。 

（倫理面への配慮）  

 研究実施に先立ち、当センター倫理・利益相反委員会の承認を得て実施する。対象者

の研究参加・中止の自由を保障するとともに、個人情報の管理を厳重に行う。なお、個
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人情報を含まない集計された既存統計データや資料を用いる場合には、倫理審査の必要

がなく、その資料を用いて解析を行う。 

 

Ｃ．研究結果   

 研修の効率化と充実に関する調査研究では、オンライン形式の研修が導入されたこと

で、移動時間の削減などの利点がある一方で、集合研修の利点も依然として存在してい

ることが示された。受講者登録システムの構築が進み、令和3年度以降の愛知県からの委

託研修の受講者情報を受講者登録システムに登録されたとともに、認知症初期集中支援

チーム員研修、認知症サポート医研修の受講者の登録画面・集計シートが作成された。

令和5年度には、受講者データの活用を通じて研修内容の検討が行われ、受講者登録シス

テムの機能が拡張され、バグの修正などが行われた。 

愛知県研修受講者の登録データを用いてeラーニングの視聴状況についてデータ分析

を行ったところ、「基本研修に加えてオプションの研修も受講しているグループ（全体の

約31％）」「基本研修を受講している（全体の約50％）」「ほとんど研修を受講していない

グループ（約19％）」に分かれた。 

 対外的窓口研究は、新型コロナウィルス感染の影響により、現地調査が制限され、情

報収集に公開データやメールなどの間接的な手段を用いざるを得なかった。それにも関

わらず、関係機関発信の情報だけでは不十分であることから、現地調査や関係者へのイ

ンタビューを通じて客観的な情報収集と分析が行われた。ブルネイで開催されたADI 

Asia-Pacific Regional Conferenceや同6年3月の世界認知症審議会（World Dementia 

Council：以下「WDC」。）サミット等の機会を通じて、対外的窓口の体制や資金調達に関す

る情報収集を行い、アジアにおける高齢者施策関連省庁関係者との情報交換も実施した。 

 

 

Ｄ．考察と結論 

オンライン研修の普及により、研修の効率化と柔軟性が向上した一方で、集合研修の人

間関係や集中力の面での利点も重要であることが示唆された。今後の研修計画では、両

者のバランスを考慮したアプローチが求められる。受講者登録システムの構築と拡張に

より、受講者情報の効率的な管理と分析が可能になった。これにより、受講者の傾向や

ニーズをより詳細に把握し、個別化された研修計画の策定や改善が可能となる。 

受講者アンケートなどのフィードバックと組み合わせて、研修内容やシステムの改善

点を洗い出し、より質の高い研修環境を提供することが重要である。さらに、多職種の

受講生の意見を集約し、医療と介護の連携や多職種協働の推進に貢献する方策を模索す

る必要がある。これらより、今後はオンラインと集合研修の両方の利点を最大限に活か

し、受講者のニーズに合った効果的な研修プログラムを提供することが重要であると言

えよう。さらに、eラーニングは時間や場所を問わずに研修に参加できるという利点があ
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る一方、ほとんど研修を受講していない者が一定数あることが明らかになった。認知症

地域支援推進員の配置において研修受講は必須ではないが、地域との連携や認知症の人

や家族の支援にあたって必要な知識や情報を持っている専門職と持っていない専門職で

は、相談対応に差が生じる可能性があり、今後の研究課題として取り組んでいきたい。 

新型コロナウィルス感染の影響で直接的な現地調査が難しくなったが、間接的な情報

収集手段を通じても十分な情報が得られることが示唆された。対外的窓口の構築には、

当事者の意見や客観的な情報が不可欠であり、それを得るためには様々な手段が活用さ

れるべきであることが示唆された。国際的なネットワークや連携を通じて、対外的窓口

の構築や情報交換が促進され、日本の認知症関連施策の国際的な発展に寄与することが

期待される。以上より、対外的窓口の構築においては、多角的なアプローチと国際的な

連携が重要であり、今後も情報収集や関係者との協力を通じて、より効果的な窓口の運

営と発展に努めることが必要である。 

 

Ｅ．健康危険情報 

 なし 
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